（様式7）

継続的な運営への関与の実績を証する書類
	資格
要件
	(2) 継続的な運営への関与
　　開発事業の完了後、当該施設またはその一部を自社、親会社、子会社、同一の親会社を持つ会社、または関連会社で保有または管理し、テナントリーシングや施設の運営を行った実績を有すること。




	業務実績の内容
	施設の名称
	

	
	施設の所在地
	

	
	施設の用途
	

	
	実績を有する
法人名
	法人名：
応募者との関係：
　□自社（JV含む）　□親会社　□子会社　
　□同一の親会社を持つ会社　□関連会社（SPC含む）

（JVもしくは関連会社としての実績の場合は出資比率も記載すること）

	
	管理運営期間
	自：　年　　月
至：　年　　月（または現在）

	
	具体的な業務内容
	（テナントリーシングや施設の運営を行っていることがわかるよう具体的に記入すること）


注）以下を確認のうえ、実績を証する書類を添付すること（金額等の機密事項は黒塗りで構わない）。
(1) 子会社等のグループ会社または関連会社（SPC含む）に業務委託している場合
　　業務委託契約書、協定書、または仕様書の写し等
　　※テナント対応や運営管理業務を含んでいることが分かる箇所を添付すること。
　　※子会社等のグループ会社の場合は、資本関係が確認できる書類についても併せて添付すること（株主名簿、出資関係図 等）。
　　※SPCや関連会社の場合は、応募者（民間企業グループの場合は代表企業）が当該SPCの代表企業であることがわかる書類、または、出資比率が20％以上であることを確認できる書類についても併せて添付すること（株主名簿や出資関係図等）。
(2) 自社で管理・運営している場合（JV構成員としての実績含む）
　　当該施設の運営体制がわかる組織図や事業報告書の写し等
※JVの場合は、応募者（民間企業グループの場合は代表企業）が当該JVの代表企業であることがわかる書類、または、出資比率が20％以上であることを確認できる書類についても併せて添付すること（協定書等）。
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